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２．対象・目的・内容
障害児保育に係る補助事業
　特別児童扶養手当の対象となる児童を受け入れ

年

た園に月額74,800円を補助することにより、保育士の加配による
人件費の負担を軽減している。
　このことにより、障害児の園への受入状況の改善を図っている。
　月額74,800円では介助員・保育士等を雇用す

度

ることは不可能であるが、１対１の加配を求めるものではなく、園
でそれぞれの方法で配慮してもらうための費用に使われている。
　障害児保育は給付費において考慮されていないが、地方交付税の算定対象になっている。

　

事 業 概 要

市内私立保育園で特別児童扶養手当の支給対象障害児を受入れ、対象児童に対し必要な保育士を配置している園
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平成 算

件費に対する支援を継続して実

説 明 施し、障害児の受入れ環境を充実させていく必要がある。

価

評 価 事業の優先度(緊急性) 4 事業の必要性 4 実施主体の妥当性 4

２ ポイント 直接のサービスの相手方 2 受益者負担の適切さ 4

事

市民ニーズの把握 4
事 業 の 拡充

次 総合評価
障害児保育は、給付費において算定されていない。また、保育所の障害児を受け入れるための環境整備は必要不可

評 欠である。障害児を持つ親が安心して預けられ、子育てと仕事の

業

両立、障害児の発達のための支援をすることは、

説 明 保育士不足問題や特別児童扶養手当の受給対象者が増加傾向にある現状において、今後、拡充することも視野に入

価 れた支援が必要である。

の概要説明
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成 果

年 度 平成27年度 平成28年

年

度 平成29年度 平成30年度
指 標 目 標 値 8 8

実 績 値 7 7
① 経 費 （ 千 円 ） 22,144 14,664

単位当たりのコスト 3,163.43 2,094.86

指 標 名 対象児童数 単　位 人

説 明 や 数 式 入所児童のうち対象児童数（

度

特児認定）
成 果

年 度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
指 標 目 標 値 26 26

実 績 値 27 18
② 経 費 （ 千 円 ） 22,144 14,664

単位当たりのコスト 820.15 814.67
障害児（特別児童扶

　

養手当受給対象児童）の受入れは全園で行われているが、園によっては受入れがない年度もあ
実績・成果 る。ここ数年は総数で24人～27人程度であったが、平成28年度は、対象児童の多い年齢層が一度に卒園したこと

当

と
新規の児童が減少傾向になったことで大きく減り18人となった。保育士の雇用環境が厳しくなるとともに、障害児

等 の 説 明 の加配要員の確保が困難となり、年々受入れが難しくなりつつある。費用については、１園当た

初

り約200万円～300
万円、１人当たり約80万円を要している。

６．評価
評 価 事業の優先度(緊急性) 4 事業の必要性 4 実施主体の妥当性 4

１ ポイント 直接のサービスの相手方 2 受益者負担の適切さ 4 市民ニーズの把握

予

5
事 業 の 拡充

次 総合評価
給付費において、障害児保育は算定されていない。また、補助事業から交付税措置に変更され一般財源化されてい

評 る。このことから、特別支援教育・保育を行っている施設に対し、加配職員等の人


